
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 沢 市 
  



  



「障害」の「害」の字の表記について 
 

 本市では、「害」という漢字が不快感を与えるおそれがあることから、法令や制

度等に用いられる場合を除いて、原則として「障害」の「害」の字をひらがなで

表記しています。 

 そのため、本計画では、「障害」と「障がい」が混在することとなっています。 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

 

本市では、「障害者権利条約」を実現するための近年の障がい者に係る制度改革や

障がいのある人を取り巻く環境の変化を踏まえ、平成 30 年度から令和 2 年度まで

の 3 ヵ年を計画期間とする「三沢市第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計

画」（以下「前計画」という。）を一体的に策定し、障がい者施策を総合的、計画的に

推進してきました。 

前計画の策定に先立ち、平成 28 年 5 月に成立した「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）及び児童

福祉法の一部を改正する法律」では、障がい者が自らの望む地域生活を実現するため

の支援の充実や、障がい児支援に対するニーズの多様化にきめ細かく対応するための

支援の充実が規定されており、地域生活支援拠点等の整備とともに、障がい者の高齢

化・重度化や親亡き後を見据えた施策展開が求められました。また、平成 29 年 2

月には、制度・分野ごとの縦割りや「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域

住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をと

もに創っていく地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進も求められました。 

この度、3 年に一度の障がい福祉計画・障がい児福祉計画見直しの時期を迎えまし

たが、令和 2 年 5 月には、直近の障がい者保健福祉施策の動向等を踏まえ、前計画

策定の基礎となった「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保

するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）の一部改正が行われました。 

そこで、本市においても、前計画期間中における成果目標の達成状況や障がい福祉

サービス等の利用実績等を踏まえながら、新しい基本指針に基づく「三沢市第６期障

がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画」（以下「本計画」という。）を策定するも

のです。 
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２ 計画の位置づけ 

 

本計画は、障害者総合支援法第 88 条に基づく「市町村障害福祉計画」と、児童福

祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村障害児福祉計画」を一体として策定するもので

す。 

また、障害者基本法第 11 条第３項に基づく「三沢市障がい者計画」は、本市の障

がい者施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、基本的な理念や施策の方向性を定

める計画として位置づけられます。 

「第６期三沢市障がい福祉計画」、「第２期三沢市障がい児福祉計画」は、障がい福

祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的と

して、具体的な数値目標やサービスの提供方法を定める計画として、「三沢市障がい者

計画」の実施計画として位置づけられます。 

 

◆障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画の法的位置づけ 

計画名 根拠法令 計画の性格 計画の内容 

障がい者計画 
障害者基本法 

第 11 条第３項 

障がい者施策全

般の基本的指針を

定める分野横断的

な総合計画 

保健、医療、福祉、雇用、教育、就

労、啓発・広報など障がい者に関する

あらゆる分野の施策について定めるも

の 

障がい福祉計画 

障害者総合支

援法第 88 条１

項 
障がい者（児）施策

の中のサービス提供

などについての具体

的な実施計画 

障がい福祉サービス、相談支援及び地

域生活支援事業の提供体制の確保に係

る目標や見込量について定めるもの 

障がい児福祉 

計画 

児童福祉法 

第 33 条の 20 

障害児通所支援及び障害児相談支援

の提供体制の確保に係る目標や見込量

について定めるもの 
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

見直し

見直し

第二次三沢市総合振興計画

三沢市第３期障害者計画

三沢市第5期障害福祉計画及び
三沢市第1期障害児福祉計画

三沢市第6期障害福祉計画及び
三沢市第2期障害児福祉計画

三沢市第7期障害福祉計画及び
三沢市第3期障害児福祉計画

本計画

３ 計画の期間 

   

本計画は、令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とします。 

ただし、計画期間中であっても、計画の実施状況や社会情勢の変化など、障がい者

や障がい児を取り巻く状況の変化に対応するため、必要に応じて見直しを行います。 

 

◆計画の期間    
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４ 計画の策定体制 

   

（１）計画策定委員会等の設置・開催 

計画の策定にあたっては、サービスを利用する障がい者等をはじめ、幅広い関係者

の意見を反映し、地域の実情に即した内容とするため、福祉団体及び福祉施設の代表

者、関係行政機関等から構成される「三沢市障害福祉計画及び三沢市障害児福祉計画

策定委員会」を設置し、審議・検討を行いました。 

また、前期計画における進捗状況を踏まえた実効性ある計画とするため、三沢市障

害者支援協議会において、前期計画の設定目標に対する実績と本計画における新たな

設定目標に対する意見を聴取しました。 

 

（２）障がい者等のサービスの利用実態及びニーズの把握 

本計画の策定において障がい福祉サービス及び障がい児通所支援の必要な量を見込

むにあたっては、地域における障がい者等の心身の状況、その置かれている環境その

他の事情を正確に把握し、そのニーズを把握することが重要であることから、市内の

障がい者及び障がい児を対象にアンケートによるニーズ調査を行いました。 

 

（３）住民の意見の反映 

障がい者等を含む地域住民の意見を本計画に反映させるため、本計画素案に対する

パブリックコメントを実施しました。 
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5,862 5,544 5,469 5,355 5,215

25,106 24,575 24,385 24,162 23,639

9,579 9,728 9,950 10,120 10,239

40,547 39,847 39,804 39,637 39,093

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 老年人口（65歳以上）（人）

14.5% 13.9% 13.7% 13.5% 13.3%

61.9% 61.7% 61.3% 61.0% 60.5%

23.6% 24.4% 25.0% 25.5% 26.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 老年人口（65歳以上）

第２章 障がい者等の現状 

１ 人口動態等 

 

（１）人口の推移 

本市の人口は、近年減少傾向で推移し、令和２年では、39，093 人となっています。

年齢３区分別人口では、15 歳未満の年少人口が減少傾向にあり、65 歳以上の高齢者

人口が増加傾向にあることから、少子高齢化の進展がみられます。 

年齢３区分別人口割合では、15 歳未満の年少人口割合、15～64 歳の生産年齢人

口割合の減少と 65 歳以上の高齢者人口割合の増加が見られ、令和２年では、年少人

口割合 13.3％、生産年齢人口割合、60.5％、高齢者人口割合 26.2％となっています。 

 

◆年齢３区分別人口   

  

 

 

 

 

 

 

 

  

                 資料：住民基本台帳（各年３月末日現在） 

◆年齢３区分別人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

                資料：住民基本台帳（各年３月末日現在）  
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40,547 39,847 39,804 39,637 39,093

18,813 18,825 19,096 19,289 19,233 

2.16 2.12 2.08 2.05 2.03 

1.00

1.50

2.00

2.50

0

25,000

50,000

75,000

100,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

総人口 全 世 帯 数 世帯人員(人・世帯)

(人)

9.3% 8.3% 8.0% 7.6% 7.2%

25.7% 25.2% 21.7% 20.3% 21.9%

64.9% 66.5% 70.3% 72.1% 70.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第1次産業 第2次産業 第3次産業

（２）世帯数 

世帯数は増加傾向で推移し、令和２年３月現在で 19，233 世帯となっていますが、

１世帯あたりの人員は減少し続けており、ひとり暮らし世帯の増加など、核家族化の進

行がうかがえます。 

 

◆世帯数   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末日現在） 

 

（３）産業構造 

国勢調査による産業構造は、平成 22 年までは、第１次産業、第２次産業は減少

傾向で推移し、第３次産業は増加傾向で推移していましたが、平成 27 年では、い

ずれの産業も横ばい傾向に転じています。 

 

■産業構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 
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1,369 1,339 1,312 1,288 1,253

230 240 265 277 289

254 278 299 310 317

1,853 1,857 1,876 1,875 1,859

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

身体障害者手帳所持者 愛護（療育）手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳所持者（人）

２ 障がい者数等 

 

（１）障害者手帳所持者数 

障害者手帳所持者数[障がい者数]をみると、平成 28 年以降、概ね横ばい傾向で推移

し、令和２年の障がい者数については、1,859 人となっています。 

 

◆障がい者手帳所持者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害福祉課 （各年３月末日現在） 
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（２）身体障がい者 

令和２年における身体障害者手帳所持者数は、１級の重度障がい者が 478 人と全体

の４割近くを占めています。また、障がい種別では、肢体不自由が最も多く、671 人

となっています。 

 

◆等級別身体障害者手帳所持者数                      （単位：人） 

等 級 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

１級 510 507 503 501 478 

２級 224 207 198 184 176 

３級 205 193 191 183 175 

４級 296 292 284 281 289 

５級 70 70 69 74 71 

６級 64 70 67 65 64 

計 1,369 1,339 1,312 1,288 1,253 

                      資料：障害福祉課（各年３月 31 日） 

 

◆障がい別身体障害者手帳所持者数                          （単位：人） 

障がい名 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

視 覚 障 が い 83 79 75 76 77 

聴 覚 障 が い 97 91 92 94 92 

平 衡 機 能 障 が い 0 0 0 0 0 

音声言語機能障がい 8 11 12 14 11 

そしゃく機能障がい 1 1 1 1 1 

肢 体 不 自 由 762 739 715 695 671 

心 臓 機 能 障 が い 263 258 251 245 236 

じん臓機能障がい 67 67 71 75 70 

呼吸器機能障がい 16 19 21 18 19 

膀胱直腸機能障がい 67 69 69 66 73 

小 腸 機 能 障 が い 1 1 1 0 0 

免 疫 機 能 障 が い 2 2 2 2 1 

肝 臓 機 能 障 が い 2 2 2 2 2 

計 1,369 1,339 1,312 1,288 1,253 

                     資料：障害福祉課（各年３月 31 日） 
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（３）知的障がい者数 

令和２年における愛護手帳所持者数は、Ａ（重度）が 86 人、Ｂ（中軽度）が 203

人となっています。 

 

◆愛護（療育）手帳所持者数                     （単位：人） 

年齢層 程 度 区 分 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

18歳 

未満 

Ａ（重度） 20 17 17 19 20 

Ｂ（中軽度） 44 43 50 56 60 

計 64 60 67 75 80 

18歳 

以上 

Ａ（重度） 56 59 66 66 66 

Ｂ（中軽度） 110 121 132 136 143 

計 166 180 198 202 209 

計 

Ａ（重度） 76 76 83 85 86 

Ｂ（中軽度） 154 164 182 192 203 

計 230  240 265 277 289 

                        資料：障害福祉課（各年３月 31 日） 

 

（４）精神障がい者数 

令和２年における精神障害者保健福祉手帳所持者数は、１級が 120 人、２級が 145

人、３級が 52 人となっています。 

 

◆精神障がい者保健福祉手帳所持者数                 （単位：人） 

等 級 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

１ 級 124 124 121 122 120 

２ 級 104 120 136 140 145 

３ 級 26 34 42 48 52 

計 254 278 299 310 317 

                 資料：障害福祉課（各年３月 31 日） 
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（５）難病患者の状況 

原因が不明で治療法が確立されていない、いわゆる難病のうち、厚生労働大臣が定

める 333 の疾病を「指定難病」、704 疾病を「小児慢性特定疾病」と指定し、その治

療にかかる医療費の一部を公費で負担しています。 

また、障害者総合支援法では、指定難病の 333 疾病を含む 361 の疾病が障害福祉

サービス等の対象とされています。 

令和元年度末における三沢市の特定医療受給者数は、229 人、小児慢性特定医療受

給者数は、34 人となっています。 
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３ 地域資源 

 

（１）サービス提供事業所 

本市に設置されているサービス提供事業所は 28 事業所があります。 

 

■サービス提供事業所 

事業所名 障害福祉サービスの種類 

障がい者ヘルパーステーションぴあ三沢 居宅介護、重度訪問介護、行動援護 

ひばり苑ホームヘルプサービス 居宅介護、重度訪問介護、行動援護 

ニチイケアセンター三沢 居宅介護、重度訪問介護、同行援護 

ホームヘルパーステーション青空 居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護 

ひばり苑デイホスピスセンター 生活介護、児童発達支援、放課後等デイサービス 

となみの杜 生活介護、就労継続支援Ｂ型、放課後等デイサービス 

ハナハナ 生活介護 

パラアートみさわ 生活介護 

おおぞら 共同生活援助 

木崎野の家 共同生活援助 

クオーレ深谷 共同生活援助 

ひこうき雲 共同生活援助 

ひこうき雲Ⅱ 共同生活援助 

インディペンデントⅠ 共同生活援助（外部サービス利用型） 

喜望の家 共同生活援助（外部サービス利用型） 

障害者就労トライアルセンターボイス 就労移行支援（一般型）、就労継続支援Ｂ型 

合同会社咲花ー菜 就労継続支援Ａ・Ｂ型 

Ｃａｆｅ42 就労継続支援Ａ型 

ありすブレッドスタジオ 就労継続支援Ｂ型 

ワークランドつばさ 就労継続支援Ｂ型 

心のとも作業所 就労継続支援Ｂ型 

縁 就労継続支援Ｂ型 

相談支援事業所ぴあ 計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援 

療育・障害者相談センターボイス 計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援 

大町児童デイサービスセンターひかり／ 

三沢発達支援センターひかり 
児童発達支援、放課後等デイサービス 

堀口発達支援センターひかり 児童発達支援、放課後等デイサービス 

ハーモニー 児童発達支援、放課後等デイサービス 

ココカラ 児童発達支援、放課後等デイサービス 
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2.6

11.1

4.4

1.7

20.8

2.9

7.7

2.7

20.8

11.6

10.2

7.2

19.4

20.3

7.0

5.5

9.7

10.1

10.0

9.3

6.9

14.5

16.9

19.6

2.8

24.6

22.5

28.5

5.6

8.7

18.3

25.1

1.4

7.2

0.5

0.3

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

10歳未満 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上 無回答

４ アンケート調査結果 

 

（１）調査の概要 

    本調査は、平成 30 年３月に策定した「三沢市第５期障害福祉計画及び第１期障

害児福祉計画」を見直し、新たな「三沢市第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児

福祉計画」を策定するにあたり、障がい者等の日常生活の状況、サービスの利用状

況、障がい福祉施策に対する意見などをうかがい、新たな計画づくりに活用するた

めに実施しました。 

 

◆障がい福祉に関するアンケート調査の実施概要 

調査対象 
令和２年８月１日現在、市内に住所を有する障がい者及び障がい児 

（身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、愛護手帳所持者） 

抽出方法 
対象者の中から年齢・性別・居住地区等の構成比を考慮した上で、層

化無作為抽出法により抽出 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査期間 令和２年８月 

配布・回収結果 
配布数：1,000件 回収数：436件（回収率：43.6％） 

有効回答数：431件（有効回答率：43.1％） 

 

◆回答者の年齢構成 

回答者の年齢については、全体では「70～79 歳」が 22.5％で最も多くなって

おり、障がい別にみると、身体障害者手帳所持者は「70～79 歳」（28.5％）、愛護

手帳所持者は「10～19 歳」、「20～29 歳」、（ともに 20.8％）精神障害者保健福

祉手帳所持者は「60～69 歳」（24.6％）が最も多くなっています。 
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81.9

81.7

78.2

76.6

76.6

72.6

71.2

71.2

67.1

60.8

59.2

6.7

7.2

12.1

13.0

11.1

13.9

12.8

16.5

10.9

16.7

20.4

7.0

6.0

5.1

6.0

4.2

6.5

11.6

7.2

17.4

17.6

14.8

4.4

5.1

4.6

4.4

8.1

7.0

4.4

5.1

4.6

4.9

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トイレ

家の中の移動

食事

衣服の着脱

家族との意思疎通

家族以外との意思疎通

入浴

身だしなみ

薬の管理

お金の管理

出かける

(n=431) ひとりでできる 一部介助が必要 全部介助が必要 無回答

（２）調査結果の概要 

①日常生活動作 

 

日常生活について尋ねると、全体で「ひとりでできる」という回答割合が最も多

かったのは、「トイレ」で 81.9％となっており、以下「家の中の移動」（81.7％）

「食事」（78.2％）、「衣服の着脱」、「家族との意思疎通」（ともに 76.6％）などと

続いています。また、「ひとりでできる」の割合が最も低かったのは「出かける」

（59.2％）となっています。 

 

◆日常生活動作  
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33.0

30.0

26.5

16.5

4.5

10.5

39.7

17.5

35.7

22.2

2.4

7.9

35.8

62.3

1.9

1.9

3.8

11.3

25.0

36.1

30.6

8.3

5.6

11.1

0% 20% 40% 60% 80%

ホームヘルパーや施設の職員

父母・祖父母・兄弟

配偶者（夫または妻）

子ども

その他の人（ボランティア等）

無回答

全体(n=200)

身体障害者手帳所持者

(n=126)

愛護手帳所持者

(n=53)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=36)

②主な介助者 

 

「一部介助が必要」又は「全部介助が必要」と回答した 200 人に主な介助者を尋

ねると、全体では「ホームヘルパーや施設の職員」が 33.0％で最も多く、以下、「父

母・祖父母・兄弟」が 30.0％、「配偶者（夫または妻）」が 26.5％、「子ども」が

16.5％と続いています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者については「ホームヘルパーや施設の

職員」、愛護手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者については「父母・祖父母・

兄弟」が最も多くなっています。 

 

◆主な介助者 
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65.0

69.8

54.2

49.3

17.2

13.4

18.1

23.2

3.0

2.7

5.6

2.9

3.7

2.7

11.1

5.8

4.4

5.2

4.2

5.8

4.2

3.8

6.9

13.0

1.6

2.1

0.9

0.3

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

自分や家族の持ち家
民間の借家や賃貸アパート・マンション等

市営・県営住宅、公社・公団住宅

グループホーム

福祉施設（障害者支援施設、高齢者支援施設等）

病院に入院している

その他

無回答

③現在の住まい 

 

現在の住まいについては、全体では「自分や家族の持ち家」が 65.0％で最も多く、

以下、「民間の借家や賃貸アパート・マンション等」が 17.2％、「福祉施設（障害者

支援施設、高齢者支援施設等）」が 4.4％、「病院に入院している」が 4.2％などと続

いています。 

障がい別にみると、どの手帳所持者も「自分や家族の持ち家」が最も多くなって

います。 

 

◆現在暮らしている場所について 
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62.2

65.4

62.5

53.8

2.7

3.8

7.7

24.3

26.9

25.0

30.8

10.8

3.8

12.5

7.7

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=37)

身体障害者手帳所持者

(n=26)

愛護手帳所持者

(n=8)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=13)

今のまま福祉施設や病院で生活したい グループホームなどを利用したい

家族と一緒に生活したい 一般の住宅で一人暮らしをしたい

その他 無回答

④将来の住まい 

 

「福祉施設（障害者支援施設、高齢者支援施設）で暮らしている」または「病院に

入院している」と回答した 37 人に、将来、地域で暮らしたいか尋ねると、全体で

は「今のまま福祉施設や病院で生活したい」が 62.2％で最も多く、以下、「家族と

一緒に生活したい」が 24.3％、「グループホームなどを利用したい」が 2.7％など

と続いています。 

障がい別にみると、どの手帳所持者も「今のまま福祉施設や病院で生活したい」

が最も多くなっています。 

 

◆将来の住まいについて 
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48.6

48.6

40.5

37.8

37.8

24.3

18.9

10.8

24.3

53.8

53.8

50.0

42.3

38.5

23.1

19.2

7.7

11.5

50.0

62.5

50.0

12.5

50.0

37.5

62.5

25.0

12.5

53.8

53.8

30.8

46.2

46.2

30.8

7.7

7.7

30.8

0% 20% 40% 60% 80%

在宅で医療ケアなどがしっかり

受けられること

経済的な負担が軽減されること

障がい者にあった住居を確保できること

必要な在宅サービスがしっかり

利用できること

生活訓練等のサービスが

充実していること

相談窓口等が充実していること

地域住民などの理解があること

コミュニケ-ションについての支援が

受けられること

その他

無回答

全体(n=37)

身体障害者手帳所持者

(n=26)

愛護手帳所持者

(n=8)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=13)

⑤地域で生活するための支援について 

 

福祉施設（障害者支援施設、高齢者支援施設）で暮らしている」または「病院に入

院している」と回答した 37 人に、地域で生活するための支援を尋ねると、全体で

は「在宅で医療ケアなどがしっかり受けられること」と「経済的な負担が軽減され

ること」が 48.6％と同率で最も多く、以下、「障がい者にあった住居を確保できる

こと」が 40.5％、「必要な在宅サービスがしっかり利用できること」が 37.8％な

どと続いています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者では

「在宅で医療ケアなどがしっかり受けられること」と「経済的な負担が軽減される

こと」、愛護手帳所持者では「経済的な負担が軽減されること」と「地域住民などの

理解があること」が最も多くなっています。 

 

◆地域で生活するための支援について 
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30.6

26.1

51.4

24.6

43.9

48.5

30.6

37.7

13.5

13.4

9.7

18.8

7.9

8.2

5.6

10.1

4.2

3.8

2.8

8.7

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

毎日出かける １週間に数回出かける

めったに出かけない まったく出かけない

無回答

⑥外出の頻度 

 

外出の頻度については、全体では「１週間に数回出かける」が 43.9％で最も多く、

以下、「毎日出かける」が 30.6％、「めったに出かけない」が 13.5％、「まったく出

かけない」が 7.9％と続いています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者も「１

週間に数回出かける」が最も多くなっているが、愛護手帳所持者については、51.4％

が「毎日出かける」と回答し最多の割合となっています。 

 

◆外出の頻度 
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24.0

19.8

18.5

17.7

16.1

14.0

13.2

12.1

7.1

4.2

7.1

30.9

19.5

21.5

15.2

18.4

20.7

17.2

15.2

8.6

7.0

5.9

6.6

34.8

31.8

18.2

27.3

10.6

9.1

13.6

15.2

19.7

12.1

3.0

10.6

19.7

30.4

26.8

28.6

30.4

10.7

1.8

16.1

21.4

10.7

1.8

5.4

25.0

0% 20% 40% 60%

公共交通機関が少ない（ない）

出かけるのにお金がかかる

困った時にどうすればいいのか心配

発作など突然の身体の変化が心配

道路や駅に階段や段差が多い

出かけ先の建物の設備が不便

（通路、トイレ、エレベーターなど）

電車やバスの乗り降りが難しい

まわりの目が気になる

切符の買い方や乗換えの方法が

わかりにくい

介助者が確保できない

その他

無回答

全体(n=379)

身体障害者手帳所持者

(n=256)

愛護手帳所持者

(n=66)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=56)

⑦外出時に困ること 

 

まったく出かけない」以外を回答した 379 人に出かける時に困ることを尋ねたと

ころ、全体では「公共交通機関が少ない（ない）」が 24.0％で最も多く、以下、「出

かけるのにお金がかかる」が 19.8％、「困った時にどうすればいいのか心配」が

18.5％、「発作など突然の身体の変化が心配」が 17.7％、などと続いています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者については「出かけるのにお金がかかる」、

愛護手帳所持者については「公共交通機関が少ない（ない）」、精神障害者保健福祉手

帳所持者については「公共交通機関が少ない（ない）」と「発作など突然の身体の変

化が心配」が最も多くなっています。 

 

◆出かける時に困ること 
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26.5

18.8

11.8

9.7

7.4

3.7

3.7

2.1

1.6

1.4

0.5

0.5

4.4

7.9

30.9

17.5

12.4

6.5

9.3

5.2

1.7

2.7

0.3

0.7

0.7

0.7

4.5

6.9

8.3

12.5

1.4

34.7

11.1

19.4

6.9

2.8

1.4

1.4

20.3

20.3

11.6

14.5

14.5

1.4

1.4

1.4

5.8

8.7

0% 20% 40% 60%

自宅で趣味や好きなことをして過ごしている

会社勤めや、自営業、家業などで収入を得て仕事を

している

専業主婦（主夫）で家事をしている

福祉施設、作業所等に通っている

（就労継続支援Ａ型も含む）

入所している施設や病院などで過ごしている

病院などのデイケアに通っている

特別支援学校（小中高等部）に通っている

リハビリテーションを受けている

幼稚園、保育所、通所施設（児童発達支援、放課後

等デイサービス、児童発達支援センター等）などに

通っている

一般の小中高等学校に通っている

ボランティアなど、収入を得ない仕事をしている

大学、専門学校、職業訓練校などに通っている

その他

無回答

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

⑧平日の日中の過ごし方 

 

日中の過ごし方については、全体では「自宅で趣味や好きなことをして過ごして

いる」が 26.5％で最も多く、以下、「会社勤めや、自営業、家業などで収入を得て

仕事をしている」が 18.8％、「専業主婦（主夫）で家事をしている」が 11.8％など

と続いています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者については「自宅で趣味や好きなこと

をして過ごしている」、愛護手帳所持者については「福祉施設、作業所等に通ってい

る（就労継続支援Ａ型も含む）」、精神障害者保健福祉手帳所持者については「自宅

で趣味や好きなことをして過ごしている」と「会社勤めや、自営業、家業などで収

入を得て仕事をしている」が最も多くなっています。 

 

◆平日の日中の過ごし方 
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44.3

43.2

31.3

29.9

26.0

24.1

20.0

18.3

18.3

13.2

2.8

39.4

38.5

37.1

26.8

27.1

21.3

20.3

23.7

15.8

15.8

14.1

1.7

44.0

59.7

61.1

50.0

31.9

37.5

37.5

13.9

37.5

25.0

6.9

2.8

26.4

50.7

53.6

31.9

30.4

36.2

29.0

14.5

17.4

18.8

10.1

7.2

33.3

0% 20% 40% 60% 80%

職場の上司や同僚に障がいの理解があること

会社に障がい者への理解があること

通勤手段を確保すること

短時間勤務や勤務日数等の

配慮がなされていること

仕事についての職場外での相談対応、

支援が充実していること

就労後のフォローなど職場と支援機関の

連携が充実していること

職場におけるバリアフリー等の

配慮がなされていること

職場で介助や援助等が受けられること

企業ニーズに合った就労訓練が

受けられること

在宅勤務を増やすこと

その他

無回答

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

⑨障がいのある人が働くための支援 

 

障がい者の就労支援として必要なことでは、全体では「職場の上司や同僚に障がい

の理解があること」が 44.3％で最も多く、以下、「会社に障がい者への理解があるこ

と」が 43.2％、「通勤手段を確保すること」が 31.3％、「短時間勤務や勤務日数等の

配慮がなされていること」が 29.9％と続いています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者については「職場の上司や同僚に障がい

の理解があること」、愛護手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者については「会

社に障がい者への理解があること」が最も多い回答となっています。 

 

◆障がいのある人が働くための支援 
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36.7

16.7

16.7

10.0

6.7

6.7

6.7

6.7

3.3

3.3

6.7

36.7

62.5

12.5

25.0

12.5

12.5

25.0

33.3

9.5

14.3

9.5

4.8

9.5

4.8

9.5

4.8

9.5

38.1

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通うのが大変

友達ができない

授業についていけない

家族の同伴が必要といわれる

先生の配慮や理解がたりない

トイレなどの設備が障がいのある人に配慮されて

いない

普通学級に入れない

受け入れてくれる学校や幼稚園、保育所がない

学校内での介助が十分でない

学校や幼稚園、保育所の数が少ない

同級の子どもたちがやさしくない

障がい児学級に入れない

教育指導が十分受けられない

その他

無回答

全体(n=30)

身体障害者手帳所持者

(n=8)

愛護手帳所持者

(n=21)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=1)

⑩通園・通学の不安や不満 

 

通園・通学について不安や不満に感じることを尋ねたところ、全体では「通うのが

大変」が 36.7％で最も多く、以下、「友達ができない」が 16.7％、「授業について

いけない」が 16.7％、「家族の同伴が必要といわれる」が 10.0％などと続いていま

す。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者では「通うのが大変」「家族の同伴が必

要といわれる」が高い割合となっています。 

 

◆通園・通学の不安や不満 
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60.0

50.0

46.7

43.3

43.3

36.7

3.3

6.7

3.3

37.5

37.5

37.5

25.0

25.0

25.0

12.5

76.2

52.4

47.6

42.9

52.4

38.1

4.8

4.8

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育士や教師が障がい者への理解を深め、

障がいの状態にあった指導をすること

まわりの子どもたちの理解を深めるような、

交流機会を増やすこと

就学相談や進路相談など、相談体制を充実

させること

学校等での介助体制や障がいに配慮した施

設の整備をすすめること

障がいのない子どもと一緒に教育や保育を

受けられる環境を整備すること

放課後に子どもを預かってくれる場所を整備

すること

特にない

その他

無回答

全体(n=30)

身体障害者手帳所持者

(n=8)

愛護手帳所持者

(n=21)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=1)

⑪障がいのある子どもが学ぶための環境について 

 

障がい害のある子どもが学ぶための環境について、どのようなことが望ましいと

思うかは、全体では「保育士や教師が障がい者への理解を深め、障がいの状態にあ

った指導をすること」が 60.0％で最も多く、以下、「まわりの子どもたちの理解を

深めるような、交流機会を増やすこと」が 50.0％、「就学相談や進路相談など、相

談体制を充実させること」が 46.7％、「学校等での介助体制や障がいに配慮した施

設の整備をすすめること」、「障がいのない子どもと一緒に教育や保育を受けられる

環境を整備すること」がともに 43.3％などと続いています。 

障がい別にみると、愛護手帳所持者の７割以上が「保育士や教師が障がい者への

理解を深め、障がいの状態にあった指導をすること」を挙げています。 

 

◆障がいのある子どもが学ぶための環境について 
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5.3

1.6

1.6

3.0

0.5

8.1

7.0

2.1

2.3

6.3

2.8

4.2

3.9

2.8

1.9

14.4

2.6

3.7

0.2

0.5

0.9

1.2

1.4

8.6

2.6

1.6

0.7

1.2

0.2

2.6

0.7

1.2

0.7

1.9

67.1

68.7

67.3

66.1

67.5

61.9

62.4

66.4

65.4

63.3

65.2

65.0

64.5

64.3

65.9

54.8

61.9

61.3

65.0

64.3

64.5

62.9

62.2

62.6

56.1

62.2

61.9

63.6

64.0

63.3

64.3

65.0

63.3

63.8

63.3

27.6

29.7

31.1

30.9

32.0

29.9

30.6

31.6

32.3

30.4

32.0

30.9

31.6

32.9

32.3

30.9

35.5

35.0

34.8

35.3

35.5

36.2

36.7

36.0

35.3

35.3

36.4

35.7

34.8

36.4

33.2

34.3

35.5

35.5

34.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①居宅介護（ホームヘルプ）

②重度訪問介護

③同行援護

④行動援護

⑤重度障害者等包括支援

⑥生活介護

⑦自立訓練（機能訓練、生活訓練）

⑧就労移行支援

⑨就労定着支援

⑩就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）

⑪療養介護

⑫短期入所（ショートステイ）

⑬共同生活援助（グループホーム）

⑭施設入所支援

⑮自立生活援助

⑯相談支援

⑰児童発達支援

⑱放課後等デイサービス

⑲保育所等訪問支援

⑳医療型児童発達支援

㉑居宅訪問型児童発達支援

㉒福祉型児童入所支援

㉓医療型児童入所支援

㉔意思疎通支援

㉕日常生活用具給付等

㉖移動支援

㉗地域活動支援センター

㉘福祉ホームの運営

㉙訪問入浴サービス

㉚知的障害者職親委託

㉛日中一時支援

㉜自動車運転免許取得・改造助成

㉝地域生活コーディネート

㉞緊急時ステイ

㉟24時間緊急時相談

(n=431) 利用している 利用していない 無回答

⑫現在利用しているサービス 

 

現在利用しているサービスは、「⑯相談支援」が 14.4％で最も多く、以下「㉕日

常生活用具給付等」（8.6％）、「⑥生活介護」（8.1％）、「⑦自立訓練(機能訓練、生活

訓練)」（7.0％）などと続いてます。 

 

◆現在利用しているサービス  
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23.7

18.3

14.8

19.3

17.6

24.8

25.8

15.1

16.2

17.2

17.4

23.0

19.0

17.6

15.3

37.8

8.4

7.7

4.4

5.3

5.3

4.2

3.9

4.9

20.4

24.4

16.0

11.4

15.1

7.0

17.6

12.3

19.0

19.5

20.2

42.9

46.4

48.7

43.9

46.2

39.4

39.0

46.6

45.9

45.0

43.2

41.5

43.4

44.8

45.7

25.3

50.3

50.3

53.4

52.2

52.4

52.9

52.9

53.1

39.0

35.5

41.5

47.3

44.5

50.8

44.5

48.3

40.6

40.8

39.2

33.4

35.3

36.4

36.9

36.2

35.7

35.3

38.3

37.8

37.8

39.4

35.5

37.6

37.6

39.0

36.9

41.3

42.0

42.2

42.5

42.2

42.9

43.2

42.0

40.6

40.1

42.5

41.3

40.4

42.2

37.8

39.4

40.4

39.7

40.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①居宅介護（ホームヘルプ）

②重度訪問介護

③同行援護

④行動援護

⑤重度障害者等包括支援

⑥生活介護

⑦自立訓練（機能訓練、生活訓練）

⑧就労移行支援

⑨就労定着支援

⑩就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）

⑪療養介護

⑫短期入所（ショートステイ）

⑬共同生活援助（グループホーム）

⑭施設入所支援

⑮自立生活援助

⑯相談支援

⑰児童発達支援

⑱放課後等デイサービス

⑲保育所等訪問支援

⑳医療型児童発達支援

㉑居宅訪問型児童発達支援

㉒福祉型児童入所支援

㉓医療型児童入所支援

㉔意思疎通支援

㉕日常生活用具給付等

㉖移動支援

㉗地域活動支援センター

㉘福祉ホームの運営

㉙訪問入浴サービス

㉚知的障害者職親委託

㉛日中一時支援

㉜自動車運転免許取得・改造助成

㉝地域生活コーディネート

㉞緊急時ステイ

㉟24時間緊急時相談

(n=431) 利用したい 利用したくない 無回答

⑬今後利用したいサービス 

 

サービスの利用意向は、「⑯相談支援」が 37.8％で最も多く、以下「⑦自立訓練(機

能訓練、生活訓練)」（25.8％）、「⑥生活介護」（24.8％）、「㉖移動支援」（24.4％）、

「①居宅介護（ホームヘルプ）」（23.7％）などと続いています。 

 

◆今後利用したいサービス  
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69.4

32.0

23.4

12.3

8.6

8.4

6.5

6.3

4.6

4.4

3.9

2.6

2.1

1.4

3.0

13.2

68.7

32.0

22.3

9.3

9.6

8.9

5.8

4.1

3.4

5.2

1.0

0.3

2.7

2.1

2.1

14.4

72.2

26.4

15.3

31.9

2.8

8.3

8.3

12.5

11.1

1.4

15.3

12.5

2.8

2.8

8.3

55.1

24.6

42.0

15.9

11.6

8.7

15.9

8.7

8.7

1.4

1.4

1.4

8.7

14.5

0% 20% 40% 60% 80%

家族や親せき

友人・知人

かかりつけの医師や看護師

施設の指導員など

病院のケースワーカーや介護保険の

ケアマネージャー

ホームヘルパーなどサービス事業所の人

行政機関の相談窓口

職場の上司や同僚

相談支援事業所などの民間の相談窓口

近所の人

通所施設（児童ディサービス、児童発達支援

センター等）の先生

保育所、幼稚園、学校の先生

障がい者団体や家族会

民生委員・児童委員

その他

無回答

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

⑭悩み等の相談相手について 

 

悩み等の相談相手では、全体では「家族や親せき」が 69.4％で最も多く、以下、「友

人・知人」が 32.0％、「かかりつけの医師や看護師」が 23.4％、「施設の指導員など」

が 12.3％などと続いてます。 

障がい別にみると、どの手帳所持者でも「家族や親せき」が最も多くなっています。 

 

◆悩み等の相談相手について 
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36.2

33.4

26.7

20.6

18.1

15.5

12.8

10.7

5.1

4.2

3

2.1

1.9

1.6

13.9

41.6

33.0

30.9

22.0

16.2

15.5

12.7

13.1

2.7

5.5

1.4

2.1

0.3

1.4

12.7

19.4

33.3

15.3

12.5

13.9

27.8

11.1

6.9

13.9

2.8

11.1

1.4

11.1

2.8

15.3

34.8

27.5

15.9

33.3

24.6

15.9

21.7

8.7

10.1

2.9

1.4

1.4

1.4

2.9

11.6

0% 20% 40% 60%

本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース

家族や親せき、友人・知人

行政機関の広報誌

かかりつけの医師や看護師

インターネット

サービス事業所や施設の職員

行政機関の相談窓口

病院のケースワーカーや介護保険のケアマネージャー

相談支援事業所などの民間の相談窓口

障がい者団体や家族会（団体の機関誌など）

通所施設（児童発達支援、放課後等デイサービス、児

童発達支援センター等）の先生

民生委員・児童委員

保育所、幼稚園、学校の先生

その他

無回答

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

⑮障がい・障害福祉サービスについての情報の入手先 

 

情報の入手先については、全体では「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオの

ニュース」が 36.2％で最も多く、以下、「家族や親せき、友人・知人」が 33.4％、

「行政機関の広報誌」が 26.7％、「かかりつけの医師や看護師」が 20.6％、「イン

ターネット」が 18.1％などと続いている。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者は「本

や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」、愛護手帳所持者では「家族や親

せき、友人・知人」が最も多くなっている。 

 

◆障がい・障害福祉サービスについての情報の入手先 
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15.8

15.5

22.2

23.2

21.6

16.8

36.1

23.2

50.1

55.7

31.9

39.1

12.5

12.0

9.7

14.5

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

ある 少しある ない 無回答

⑯差別や偏見について 

 

別や嫌な思いをしたことがあるかでは、全体では 15.8％が「ある」、21.6％が「少

しある」で、37.4％が『ある』（「ある」と「少しある」の合計）と回答しています。 

障がい別に『ある』という回答についてみると、身体障害者手帳所持者は 32.3％、

愛護手帳所持者では 58.3％、精神障害者保健福祉手帳所持者では 46.4％となり、

愛護手帳所持者の割合が最も高くなっています。 

 

◆差別や偏見について 
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22.5

25.1

20.8

21.7

28.1

28.9

25.0

27.5

33.6

28.5

44.4

36.2

15.8

17.5

9.7

14.5

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=431)

身体障害者手帳所持者

(n=291)

愛護手帳所持者

(n=72)

精神障害者保健福祉手帳所持者

(n=69)

名前も内容も知っている
名前を聞いたことがあるが、内容は知らない

名前も内容も知らない

無回答

⑰成年後見制度について 

 

成年後見制度の認知度は、全体では「名前も内容も知らない」（33.6％）と「名前

を聞いたことがあるが、内容は知らない」（28.1％）を合わせると６割近くが『知ら

ない』と回答しています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者については「名前を聞いたことがある

が、内容は知らない」、愛護手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者については

「名前も内容も知らない」が最も多くなっています。 

 

◆成年後見制度について 
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（３）調査結果のまとめ 

 

①基本属性 

●調査票の記入者については、「ご本人が記入」が 62.4％で６割以上を占めている。 

●年齢構成は、「70～79 歳」からの回答が 22.5％と最も高く、その他「80 歳以上」（18.3％）、

「60～69 歳」（16.9％）で６割近くが 60 歳以上からの回答となっている。 

●性別については、「男性」が 54.5％、「女性」が 45.0％で、「男性」の割合が「女性」の割合

を上回っている。 

●同居者は、「配偶者（夫または妻）」が 42.9％となっているが、愛護手帳所持者については「父

母・祖父母・兄弟」が６割以上となっている。 

●日常生活について「ひとりでできる」ことは、「トイレ」「家の中の移動」「食事」「衣服の着脱」

「家族との意思疎通」が多くなっている。 

●主な介助者は、約３割が「ホームヘルパーや施設の職員」と回答しているものの、愛護手帳所

持者と精神障害者保健福祉手帳所持者では、「父母・祖父母・兄弟」という回答が多くなって

いる。 

●介助する家族の年齢は、約５割が 60 歳以上で、介護者の性別は「女性」が「男性」を大きく

上回っている。また、健康状態は「ふつう」が最も多くなっている。 

 

②障がいの状況 

●障がい者別では、７割近くが身体障害者手帳所持者となっており、その主たる障がいについて

は「内部障がい」が最も多くなっている。 

●難病（特定疾患）の認定状況は 5.1％、発達障がいと診断された割合は 12.5％となっている。

高次脳機能障がいと診断された割合は 3.9％となっており、その関連障がいは「肢体不自由

（下肢）」が最も多くなっている。 

●受けている医療的ケアは、「服薬管理」が最も多く 25.8％となっている。 

 

③住まいや暮らしについて 

●現在の住まいについては、「自分や家族の持ち家」が最も多くなっている。 

●「福祉施設で暮らしている」「病院に入院している」方の将来の生活については、約６割が「今

のまま福祉施設や病院で生活したい」と現状維持を希望する回答が多かった。 

●地域で生活するための支援については、「在宅で医療ケアなどがしっかり受けられること」「経

済的な負担が軽減されること」の回答が多く、医療、サービス提供体制の確保や経済的負担の

軽減が重要と考えられる。  
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④日中活動や就労について 

●外出の頻度は、毎週外出している人が７割以上いるものの、「めったに外出しない」や「まっ

たく外出しない」という回答も 21.4％あり、引きこもりや寝たきりにつながることもあるこ

とから、家庭訪問など状況把握が必要となる。 

●外出時の同伴者に挙げるのは「配偶者」が多かったが、最も多いのは「一人で外出する」で約

３割が回答している。 

●外出する目的は、「買い物に行く」「病院などの医療機関への受診」が多い。 

●外出のときに困ることでは、「公共交通機関が少ない（ない）」「出かけるのにお金がかかる」

「困った時にどうすればいいのか心配」「発作など突然の身体の変化が心配」が比較的多く、

交通機関の充実、金銭的な支援、緊急時の支援などが求められている。 

●日中の過ごし方は、「自宅で趣味や好きなことをして過ごしている」が多いが、愛護手帳所持

者では「福祉施設、作業所等に通っている（就労継続支援Ａ型も含む）」という回答が多くな

っている。 

●就労の形態は、身体障害者手帳所持者では「正職員」「自営業・農業など」が多く、愛護手帳

所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者は「パートタイム・アルバイト」が多い。 

●勤務条件等に障がい者配慮があるかについては、５割以上が「障がい者配慮がある」と回答し

ているが、身体障害者手帳所持者では６割以上が「他の社員と勤務条件等に違いはなく、障が

い者配慮はない。」と回答している。 

●就労意向では、約４割が就労したいと回答している。 

●職業訓練については、「職業訓練を受けたくない、受ける必要はない」が多い。 

●就労支援で必要なことは、「職場の上司や同僚に障がいの理解があること」「会社に障がい者へ

の理解があること」「通勤手段を確保すること」「短期間勤務や勤務日数等の配慮がなされてい

ること」などが挙げられており、障がい及び障がい者への理解、事業主への働きかけが重要と

なる。 

 

⑤保育・教育について 

●保育所や幼稚園、学校への通学状況は、7.0％が「通っている」と回答している。 

●通園・通学先は、４割以上が「通所施設（児童ディサービス、児童発達支援センター等）」「盲

学校、ろう学校、養護学校（特別支援学校）」と回答している。 

●通園・通学で不安・不満に感じることは、「通うのが大変」「友達ができない」「授業について

いけない」という回答が多く挙がっている。 

●障がいのある子どもが学ぶための環境について、どのようなことが望ましいと思うかは、「保

育士や教師が障がい者への理解を深め、障がいの状態にあった指導をすること」「まわりの子

どもたちの理解を深めるような、交流機会を増やすこと」「就学相談や進路相談など、相談体

制を充実させること」という回答が多くなっている。 
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⑥障害福祉サービス等の利用について 

●現在利用しているサービスは、「相談支援」「日常生活用具給付等」「生活介護」「自立訓練（機

能訓練、生活訓練）」が比較的多い。また、利用意向については、「相談支援」「自立訓練（機

能訓練、生活訓練）」「生活介護」「移動支援」「居宅介護(ホームヘルプ)」が比較的多い回答と

なっており、サービスを必要とする方がもれなく利用できるよう、サービスの供給状況を含め

現状把握を行い、必要であれば、サービス提供体制の充実が必要となる。 

 

⑦相談相手について 

●相談相手は、約７割が「家族や親せき」を挙げている。また、愛護手帳所持者では「施設の指

導員など」、精神障害者保健福祉手帳所持者では「かかりつけの医師や看護師」も多い。 

●障害や福祉サービスの情報の入手先は、「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」

「家族や親せき、友人・知人」「行政機関の広報誌」「かかりつけの医師や看護師」などが多く

挙げられている。 

 

⑧権利擁護について 

●障がいがあることで差別や嫌な思いをしたことがあるかについて、３割以上が『ある』（「ある」

と「少しある」の合計）と回答しており、愛護手帳所持者においては６割近くが『ある』と回

答している。また、具体的にどのような場面だったかでは、「学校･職場」「買い物や余暇活動

など」「仕事を探すとき（面接先の会社など）」という回答が多い。 

●成年後見制度についての認知度は、「名前も内容も知っている」という割合は２割程度となっ

ている。特に愛護手帳所持者では、４割以上が「名前も内容も知らない」と回答しており、必

要な時に使えるよう制度の周知が必要となる。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本的理念 

 

本計画では、障害者総合支援法および児童福祉法の基本理念を踏まえ、次に掲げる

基本的理念に配慮し、本市の障がい福祉施策を推進します。 

 

（１）障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会を実現するため、障がい者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮す

るとともに、障がい者と障がい児が必要とするサービスやその他の支援を受けながら、その

自立と社会参加の実現を図ります。 

 

（２）障がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実施 

障がい福祉サービスの対象となる障がい者等の範囲を身体障がい者、知的障がい者及び精神

障がい者（発達障がい者、高次脳機能障がい者を含む。）並びに難病患者等とし、一元的にサ

ービスを実施するとともに、さらなる充実に向けた取り組みを推進します。 

 

（３）入所等からの地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援

等の課題に対応したサービス提供体制の整備 

地域生活支援の拠点づくり、インフォーマルサービス（法律や制度に基づかない形で提供

されるサービスをいう。）の提供など、地域の社会資源の開発と活用を図り、障がい者等の生

活を地域全体で支えるシステムの実現を目指します。 

 特に、入所・入院から地域生活への移行については、地域生活を希望する者が地域での暮

らしを継続することができるよう、必要な障がい福祉サービスが提供される体制の整備を図

ります。 

 また、地域生活支援の拠点等の整備にあたっては、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き

後」を見据えて、拠点機能の強化に取り組みます。 
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（４）地域共生社会の実現に向けた取り組み 

地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生

きがいを共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、地域住民が主体的に地

域づくりに取り組むための仕組みづくりや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取

り組むとともに、地理的条件や地域資源の実態を踏まえながら、包括的な支援体制の構築に取

り組みます。 

 

（５）障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、障がい児の健やかな育成を支援するため、

障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労

支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制の構築を図り

ます。 

また、障がい児が障がい児支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受

けることができるようにすることで、障がいの有無にかかわらず、全ての児童が共に成長

できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進します。 

さらには、医療的ケア児が保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の支援を円滑に受け

られるようにするなど、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野が共通の理解に基

づき協働する包括的な支援体制を構築します。 

 

（６）障がい福祉人材の確保 

障がい者の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障がい福祉サ

ービス等を提供し、様々な障がい福祉に関する事業を実施していくためには、提供体制の

確保と併せてそれを担う人材を確保していく必要があります。そのために、専門性を高め

るための研修の実施、多職種間の連携の推進、障がい福祉の現場が働きがいのある魅力的

な職場であることの積極的な周知・広報等、関係者が協力して取り組んでいきます。 

 

（７）障がい者の社会参加を支える取組 

障がい者の地域における社会参加を促進するために、障がい者の多様なニーズを踏まえ

て支援します。特に、「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」（平成30年法律第

47号）を踏まえ、障がい者が文化芸術を享受鑑賞し、又は創造や発表等の多様な活動に参

加する機会の確保等を通じて、障がい者の個性や能力の発揮及び社会参加の促進を図りま

す。 
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２ 計画策定における基本的な考え方 

 

障害福祉サービス等の提供体制の確保にあたっては、本計画の基本的理念を踏ま

え、次に掲げる点に配慮して、目標を設定し、計画的な整備を行います。 

 

（１）障害福祉サービスの提供体制の確保 

① 全国で必要とされる訪問系サービスの保障 

・訪問系サービスの充実を図り、全国どこでも必要な訪問系サービスを保障します。 

② 希望する障がい者等への日中活動系サービスの保障 

・障がいのある人などに希望する日中活動系サービスを保障します。 

③ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 

・地域における居住の場としてのグループホームの充実を図るとともに、自立生活援助、

地域移行支援、地域定着支援、自立訓練事業などの推進により、施設入所・入院から地

域生活への移行を進めます。 

④ 福祉施設から一般就労への移行等の推進 

・就労移行支援事業および就労定着支援事業等の推進により、福祉施設から一般就労への

移行およびその定着を進めます。 

⑤ 強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい者に対する支援体制の充実 

・強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がいのある人への支援体制の整備を図り

ます。 
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（２）相談支援の提供体制の確保 

① 相談支援体制の構築 

・障がい福祉サービスの提供体制の確保とともに、サービスの適切な利用を支え、また各

種ニーズに対応する相談支援体制を構築します。 

・それぞれの地域における相談支援体制について検証・評価を行い、総合的な相談支援体

制、専門的な指導・助言および人材育成等の各種機能の更なる強化・充実に向けた検討

を行います。 

② 地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

・障がい者支援施設等、児童福祉施設、療養介護を行う病院、精神科病院に入所または入

院している人の地域生活への移行や移行後の定着のための支援体制の確保を図ります。 

③ 発達障がい児（者）に対する支援 

・発達障がい児（者）の支援に関して、発達障がい児（者）およびその家族等への支援が

重要であることから、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識を身

につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等

の支援体制を確保するとともに、発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医療

機関等の確保を図ります。 

④ 協議会の設置等 

・障がい者等への支援体制の整備を図るため、関係機関、関係団体、障がい者等及びその

家族、福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する者その他の関係者により構

成される協議会として、三沢市障害者支援協議会を設置・運営し、部会を積極的に開催

することなどにより、協議会の活性化を図ります。 
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（３）障がい児支援の提供体制の確保 

① 地域支援体制の構築 

・障がい児の障がい種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、

地域における支援体制の整備を図ります。 

・児童発達支援センターについては、地域支援機能を強化することにより、障がい児の地

域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進します。 

・障がい児入所支援については、入所している児童が18歳以降も適切な場所で適切な支

援を受けることができるよう、県や市に加え、学校、相談支援事業所、障害福祉サービ

ス事業所等の関係機関の参画を得て、18 歳以降の支援のあり方について、必要な協議

が行われるような体制整備を図ります。 

② 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

・障がい児通所支援の体制整備に当たっては、保育所や認定こども園、放課後児童健全育

成事業（放課後児童クラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携を図ります。 

③ 地域社会への参加・包容の推進 

・保育所等訪問支援を活用し、障がい児の地域社会への参加・包容の推進を図ります。 

④ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

ア 重症心身障がい児及び医療的ケア児に対する支援体制の充実 

・重症心身障がい児や医療的ケア児の支援にあたって、人数やニーズを把握するとともに、

管内の支援体制の現状を併せて把握することに努めます。 

・重症心身障がい児および医療的ケア児が利用する短期入所の実施体制の確保に当たって

は、家庭環境等を十分に踏まえた支援や家族のニーズの把握が必要であり、ニーズが多

様化している状況を踏まえ、協議会等を活用して短期入所の役割やあり方について検討

します。 

・医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、市町村においては、関連分野

の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員、保健師、訪問看

護師等の配置の促進を図ります。 

イ 強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児に対する支援体制の充実 

・強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児に対して、障がい児通所支援等に

おいて適切な支援ができるよう、人材育成を通じて支援体制の整備を図ります。 

⑤ 障がい児相談支援の提供体制の確保 

・障がい児相談支援について、質の確保及びその向上を図りながら、支援の提供体制の構

築を図ります。 
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３ 計画の成果目標に関する事項 

    

前期計画では、障がい者の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課

題に対応すべく、国・県の基本指針に準じ、令和２年度までの成果目標を設定しました。 

新しい国の基本指針では、従来の５つの成果目標の見直しを含め、７つの成果目標を

設定するよう求めています。 

本計画では、これまでの実績と本市の現状を踏まえ、令和 5 年度末までの新たな成果

目標を設定します。 

 

 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行 

●国の基本指針 

○令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することを基本とする。 

○令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から 1.6％以上削減す

ることを基本とする。 ※継続入所者の数を除いて設定するものとする。 

 

本市では、障がい福祉サービス等の社会資源の一層の充実を図ることにより、国の基本指

針に基づき、入所者数の削減目標を２人、入所から地域生活への移行する人数の目標を５人

と設定します。 

 

区分 項目 数値 

前期計画の 

実績 

・平成28年度末の施設入所者数 75人 

①令和元年度末現在の施設入所者削減 -1人 

②令和元年度末までの地域生活移行者数※ 5人 

本計画の 

目標 

・令和元年度の施設入所者数 76人 

①令和5年度末の施設入所者削減数 

令和元年度末の施設入所者（76人）からの減少見込者数。 
2人 

②令和5年度末までの地域生活移行者数 

令和元年度末の施設入所者（76人）のうち共同生活援助（グルー

プホーム）や一般住宅等へ移行する見込者数。 

5人 

※地域生活移行者数とは、入所施設の入所者が施設を退所し、生活の拠点をグループホーム、ケアホーム、福

祉ホーム、一般住宅へ移行した者の数。 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

本市では、精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることが

できるよう、保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置し、医療、障がい福祉・介

護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された地域包括

ケアシステムの構築を目指します。 

 

区分 項目と考え方 実績・目標 

前期計画の 

実績 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

保健・医療・福祉関係者による協議の場を令和２年度末ま

でに設置 

設置済 

本計画の 

目標 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

保健・医療・福祉関係者による協議の場を引き続き設置 
継続設置 

 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

●国の基本指針 

○地域生活支援拠点等について、各市町村または各圏域に１つ以上確保しつつ、その機能

充実のため、年１回以上運用状況を検証・検討することを基本とする。 

 

障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障がい者等の地域生活支援を推進す

る観点から、障がい者等が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるような様々な支援が求

められます。 

本計画では、令和５年度末までに市内または圏域において1つ以上の地域生活支援拠点等

を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討することを基本

とします。地域生活支援拠点等の機能は、次のとおりです。 

①相談  ②緊急時の受け入れ・対応  ③体験の機会・場  

④専門的人材の確保・養成  ⑤地域の体制づくり 

 

区分 項目と考え方 実績・目標 

前期計画の 

実績 
地域生活支援拠点等の計画期間中の整備 

令和２年度 

に整備 

本計画の 

目標 

地域生活支援拠点等の機能充実 

一つ以上の地域生活拠点施設等を確保し、機能の充実のため、年１回

以上運用状況の検証及び検討を行う。 

実施 
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（４）福祉施設から一般就労への移行 

①福祉施設から一般就労への移行 

●国の基本指針 

○令和元年度の一般就労への移行実績の 1.27 倍以上とすることを基本とする。 

○就労移行支援事業については、令和元年度の一般就労への移行実績の 1.30 倍以上とする

ことを基本とする。 

○就労継続支援Ａ型事業については令和元年度の一般就労への移行実績の概ね 1.26 倍以

上、就労継続支援Ｂ型事業については概ね 1.23 倍以上を目指すこととする。 

 

本市においては、令和元年度に４人の移行実績があり、令和元年度の就労移行支援事業利

用者数は7人となっています。 

本計画では、令和５年度における一般就労への移行者数を６人、就労移行支援事業利用者

からの一般就労移行者数を３人と設定します。 

 

区分 項目 実績・目標 

前期計画の 

実績 

①令和元年度の年間一般就労移行者数 4人 

②令和元年度末現在の就労移行支援事業利用者数 7人 

③令和元年における全就労移行支援事業所数に占める 

就労移行率３割以上の就労移行支援事業所の割合 
0％ 

本計画の 

目標 

①令和5年度の年間一般就労移行者数 6人 

②令和5年度末現在の就労移行支援事業利用者からの一般就労移 

行者数 
3人 

③令和5年度の就労継続支援Ａ型事業の利用者からの一般就労 

移行者数 
2人 

④令和5年度の就労継続支援B型事業の利用者からの一般就労移 

行者数 
1人 
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②就労定着支援事業の利用者数及び就労定着率 

●国の基本方針 

○就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労定着支援事業を

利用することを基本とする。 

○就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とすることを基本とする。 

前期計画では、国の指針に基づき、平成30年度から新設された就労定着支援について、

各年度における就労定着支援による支援開始から1年後の職場定着率を80％以上とするこ

とを基本としていました。令和元年度の就労定着支援利用者は２人となっています。 

本計画では、国の基本指針に基づき、令和５年度における就労定着支援事業の利用者を  

２名、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上と設定し

ます。 

 

区分 項目 実績・目標 

前期計画の 

実績 
①令和元年度の就労定着支援事業利用者数 2人 

本計画の 

目標 

①令和５年度の就労定着支援事業利用者数 2人 

②令和５年度における全就労定着支援事業所数に占める 

就労定着率８割以上の就労定着支援事業所の割合 
70.0％ 

※就労移行支援事業所等：生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 
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（５）障害児支援の提供体制の整備等 

①児童発達支援センター等を中核とした地域支援体制及び保育所等訪問支援の充実 

●国の基本指針 

○令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上設置する

ことを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であって

も差し支えない。 

○令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築

することを基本とする。 

国の指針では、障がい児に対する重層的な地域支援体制の構築を目指し、令和５年度末ま

でに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置、令和５年度末まで

に、すべての市町村において保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを目標と

して設定しています。 

本市においても、計画期間内での設置・充実を目標として設定します。 

 

区分 項目 実績・目標 

前期計画の 

実績 

①児童発達支援センターの設置 未設置 

②保育所等訪問支援を利用できる体制 未整備 

本計画の 

目標 

①児童発達支援センターの設置 設置 

②保育所等訪問支援を利用できる体制 整備 

 

②主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

●国の基本指針 

○令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保することを基本とする。なお、

市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えない。 

国の指針では、医療的ニーズへの対応を目指し、令和５年度末までに、主に重症心身障害

児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくと

も１か所以上確保することを目標として設定しています。 

本市においても、計画期間内での設置・充実を目標として設定します。 
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③医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

●国の基本指針 

○令和５年度末までに、県、各圏域、各市町村において、保健、医療、障がい福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関

するコーディネーターを配置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な

場合には、県が関与した上での、圏域での設置であっても差し支えない。 

国の指針では、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、関係機関の協議の場の設

置及びコーディネーターの配置を目標として設定しています。 

本市においては、三沢市障害者支援協議会子ども部会を活用し、令和２年度から関係機関

等による協議の場を設置しており、令和４年度からのコーディネーターの配置を目指しま

す。 

 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

●国の基本指針 

○令和５年度末までに各市町村または各圏域において、総合的・専門的な相談支援の実施お

よび地域の相談支援体制の強化を行うことを基本とする。 

本市では、基幹相談支援センターを新たに設置し、障がいの種別や各種のニーズに対応

できる総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を図ることを目標

とします。 

 

①総合的・専門的な相談支援 

区分 項目 目標 

本計画の 

目標 
①総合的・専門的な相談支援の実施 実施 

 

②地域の相談支援体制の強化 

区分 項目 目標 

本計画の 

目標 

①地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助

言件数 
1件/年 

②地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 1件/年 

③地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 1回/年 
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③発達障がい者等やその家族に対するの支援体制の確保 

区分 項目 目標 

本計画の 

目標 

①ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プロ 

グラム等の受講者数 
60人/年 

②ペアレントメンターの人数 1人 

③ピアサポートの活動への参加人数 30人/年 

 

（７）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築  

●国の基本指針 

○県及び市町村の職員は、障害者総合支援法の具体的な内容を理解するための取組を行い、

障がい福祉サービス等の利用状況を把握し、障がい者等が真に必要とする障がい福祉サー

ビス等が提供できているのか検証を行っていくことが望ましい。 

○利用者が真に必要とする障がい福祉サービス等を提供していくため、令和５年度末までに、

障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構築す

ることを基本とする。 

本市では、障害者総合支援法についての正しい理解の下、障がい福祉サービス等の利用

状況を的確に把握し、障がい者等が真に必要とする障がい福祉サービス等を適切に提供す

るための体制を構築することを目標として設定します。 

 

①障がい福祉サービス等に係る各種研修の活用 

区分 項目 目標 

本計画の 

目標 

①青森県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修その他の研 

修への市職員の参加人数 
3人/年 

 

②障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその結果を活用すると

ともに、事業所や関係自治体等との共有を図ります。 
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第４章 サービス事業量の見込み 

１ 障がい福祉サービスの体系 
 

障がい者及び障がい児を総合的に支援するサービスの全体像は次のとおりです。 

【 障がい福祉サービス等の体系図 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法に基づき、障がいの程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等

の状況）を踏まえて個別に支給決定が行われる「障がい福祉サービス」の提供、地域の特性

や利用者の状況に応じた柔軟な実施形態による「地域生活支援事業」の実施、「自立支援医

療」・「補装具」の支給が行われます。また、障がい児に対しては、「児童福祉法に基づく

サービス」が提供されます。  

訓練等給付 

・自立訓練（機能訓練） 
・自立訓練（生活訓練） 
・就労移行支援 
・就労継続支援Ａ型 
・就労継続支援Ｂ型 
・就労定着支援 
・自立生活援助 
・共同生活援助（グループホーム） 

自立支援医療 

・更生医療 
・育成医療 
・精神通院医療 ※実施は都道府県等 

 
補装具 

・補装具費の支給 

地域生活支援事業 

・理解促進研修・啓発事業  ・自発的活動支援事業      ・相談支援事業 

・成年後見制度利用支援事業 ・成年後見制度法人後見支援事業 ・意思疎通支援事業  

・日常生活用具給付等事業  ・手話奉仕員養成研修事業    ・移動支援事業 

・地域活動支援センター機能強化事業 

・そのほかの日常生活支援，社会参加支援など 

 青森県  

・専門性の高い相談支援事業 ・指導者の育成事業など 

市を支援 

三沢市 

相談支援 

・計画相談支援 ・地域移行支援 
・地域定着支援 

介護給付 

・居宅介護  ・重度訪問介護 
・同行援護  ・行動援護 
・重度障害者等包括支援 
・生活介護   
・療養介護 
・短期入所 
・施設入所支援 

 

 

・ 

児童福祉法に基づくサービス 

障害児通所支援 

・児童発達支援 
・医療型児童発達支援 
・放課後等デイサービス 
・保育所等訪問支援 
・居宅訪問型児童発達支援 

障害児相談支援 

・障害児相談支援 

障害児入所支援 

・福祉型障害児入所施設 
・医療型障害児入所施設 

障
が
い
者
・
障
が
い
児 

自立支援給付 
（障がい福祉サービス等） 
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２ 障がい福祉サービスの見込量と今後の方策 

   

（１）訪問系サービス 

在宅生活を支援するサービスとして、「居宅介護」、「重度訪問介護」、「同行援護」、

「行動援護」、「重度障害者等包括支援」があります。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 

 

【訪問系サービス一覧】 

サービス名 内容 

居宅介護 
居宅において入浴、排せつ、食事などの身体介護、食事の支度、居室の清
掃などの家事援助、通院などの移動介護を行うサービスです。 

重度訪問介護※ 
常時介護を必要とする重度の肢体不自由障がい者を対象に、居宅等におい
て、入浴、排せつ、食事などの身体介護、食事の支度、居室の清掃などの
家事援助、外出時の移動介護などを総合的に行うサービスです。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者を対象に、外出時
において、当該障がい者に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、
移動の援護、排せつ・食事の介護その他外出する際に必要となる援助を行
います。 

行動援護 
知的障がいや精神障がいによって常に介助を必要とする人に、行動する際
に生じる危険を回避するために必要な援護や外出時の移動介護などを行
います。 

重度障害者等 
包括支援 

介護の必要性が著しく高い人に居宅介護をはじめとする複数のサービス
を包括的に行います。 

※重度訪問介護は、日常的に同サービスを利用する最重度の障がい者のために、入院中の医療機関にお

いても利用者の状態などを熟知しているヘルパーを引き続き利用し、そのニーズを的確に医療従事者

に伝達する等の支援を行うことができるよう、訪問先が医療機関にまで拡大されました。 
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▼第６期の見込量 

 （１か月当たり） 

第５期の計画値・実績値 
平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

 

居宅介護 

 

57 人 

957 時間 

 

 

51 人 

1,070 時間 

 

 

57 人 

957 時間 

 

 

53 人 

979 時間 

 

 

57 人 

957 時間 

 

 

56 人 

1,166 時間 

 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

第６期の見込み 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

 

居宅介護 

59人 
1,222時間 

62人 
1,281時間 

65人 
1,342時間 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

▶サービスの見込みと確保について 

第５期における利用状況をみると、実績値は微増で推移しています。 

第６期計画期間内においても大きな変動はなく、今後も微増で推移すると見込まれ

ます。このため、引き続き市内及び周辺市町村の事業者を通じた必要なサービス提供

体制の確保を図るとともに、利用者の希望に即した質の高いサービス提供を目指しま

す。 
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（２）日中活動系サービス 

日中活動を支援するサービスとして、「生活介護」、「療養介護」、「短期入所」、「自

立訓練」、「就労移行支援」、「就労継続支援（Ａ型）」、「就労継続支援（Ｂ型）」に

加え、前期計画では「就労定着支援」が新設されました。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 

 

【日中活動系サービス一覧】 

サービス名 内容 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を
行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 

自立訓練 
（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能
又は生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識
及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 
（Ａ型：雇用型） 

（Ｂ型：非雇用型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知
識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労定着支援 
就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡
調整等の支援を一定の期間にわたり行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の
管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

短期入所 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、
入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 
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①生活介護 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

112 人 

2,329 人日 

115 人 

2,229 人日 

112 人 

2,329 人日 

116 人 

2,391 人日 

112 人 

2,329 人日 

116 人 

2,345 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

116 人 

2,345 人日 
116 人 

2,345 人日 
116 人 

2,345 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

地域移行者の状況や、通所による利用の継続を踏まえ、ほぼ現状どおりに推移する

と見込まれます。サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズや事業者の動

向等を把握しながら、サービス提供体制の確保を図ります。 

 

②自立訓練（機能訓練） 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

2 人 

9 人日 

3 人 

27 人日 

2 人 

9 人日 

1 人 

8 人日 

2 人 

9 人日 

2 人 

18 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 人 

18 人日 
2 人 

18 人日 
2 人 

18 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 

障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の提供に努めます。 
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③自立訓練（生活訓練） 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

6 人 

118 人日 

3 人 

61 人日 

6 人 

118 人日 

5 人 

105 人日 

6 人 

118 人日 

5 人 

102 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

4 人 

83 人日 
4 人 

83 人日 
4 人 

83 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 

障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の提供に努めます。 

 

④就労移行支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

16 人 

294 人日 

8 人 

77 人日 

17 人 

313 人日 

7 人 

80 人日 

18 人 

331 人日 

8 人 

59 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

7 人 

79 人日 
7 人 

79 人日 
7 人 

79 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

大幅な増減はなく、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 

障がい者の就労移行に向けて、適切な支援を行います。 
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⑤就労継続支援（Ａ型） 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

21 人 

412 人日 

19 人 

377 人日 

21 人 

412 人日 

17 人 

352 人日 

21 人 

412 人日 

19 人 

374 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

18 人 

367 人日 
18 人 

367 人日 
18 人 

367 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 

障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の提供に努めます。 

 

⑥就労継続支援（B 型） 

▼第６期の見込量 

 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

105 人 

1,925 人日 

111 人 

1,940 人日 

110 人 

2,016 人日 

113 人 

2,094 人日 

115 人 

2,107 人日 

114 人 

1,915 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

117 人 

1,966 人日 
119 人 

1,9998 人日 
121 人 

2,033 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

サービス利用が伸びていることから、増加傾向で推移すると見込まれます。 

今後もサービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズや事業者の動向等を把

握しながら、サービス提供体制の確保に努めます。 
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⑦就労定着支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

5 人 0 人 5 人 2 人 5 人 2 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 人 2 人 2 人 

▶サービスの見込みと確保について 

就労移行支援や就労継続支援Ａ型等からの一般就労移行者の半数が利用するもの

と考えられます。今後もサービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズや事業

者の動向等を把握しながら、サービス提供体制の確保に努めます。 

 

⑧療養介護 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

16 人 16 人 16 人 17 人 16 人 17 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

17 人 17 人 17 人 

▶サービスの見込みと確保について 

多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 

 

⑨短期入所（福祉型） 

▼第６期の見込量 

 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

4 人 
3 人 

24 人日 
4 人 

3 人 

12 人日 
4 人 

3 人 

18 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

3 人 

18 人日 
3 人 

18 人日 
3 人 

18 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 
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（３）居住系サービス 

居住の場を支援するサービスとして、「共同生活援助（グループホーム）」、「施設入

所支援」に加え、前期計画から「自立生活援助」が新設されました。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 

 

【居住系サービス一覧】 

サービス名 内容 

自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希

望する知的障がい者や精神障がい者等について、本人の意思を尊重

した地域生活を支援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回

訪問や随時の対応により、障がい者の理解力、生活力等を補う観点

から、適時のタイミングで適切な支援を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

地域で共同生活を営む人に、住居における相談や日常生活上の援助
をするとともに、必要に応じ共同の場所で入浴や排せつ、食事の介
護などが受けられるサービスです。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、入浴や排せつ、食事の介護など、日常生活上
の支援をするサービスです。 

 

 

①自立生活援助 

▼第６期の見込量 

 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

2 人 0 人 2 人 0 人 2 人 0 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0 人 0 人 0 人 

▶サービスの見込みと確保について 

市内に指定事業所もなく、実績もないことから、本計画での利用は見込んでいませ

ん。利用者ニーズや事業者の動向等を把握しながら、サービス提供体制の確保に努め

ます。 
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②共同生活援助（グループホーム） 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

50 人 48 人 50 人 48 人 50 人 49 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

50 人 51 人 52 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用実績を踏まえるとともに、施設や精神科病院から地域生活への移行者、在宅か

らの新規利用者を考慮し、今後も利用者数の増加が見込まれることから、年１名の増

加として見込んでいます。 

 

③施設入所支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

75 人 75 人 74 人 76 人 73 人 76 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

76 人 75 人 74 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用実績を踏まえるとともに、施設入所者の地域生活への移行の取組が推進され、 

年１名の減少として見込んでいます。 
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（４）相談支援サービス 

利用者一人ひとりに寄り添い、将来を見据えた、きめ細やかな計画相談支援を心掛ける

必要があります。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 

 

【相談支援サービス一覧】 

サービス名 内容 

計画相談支援 
障害福祉サービスを利用する前に、サービス等利用計画を作成し、

一定期間ごとにモニタリングを行います。 

地域移行支援 
障害者支援施設や精神科病院に入所・入院している人に対し、地域
生活に移行するための支援を行います。 

地域定着支援 
居宅で一人暮らしをしている人に対し、常時の連絡体制を確保し、
緊急時における相談等の支援を行います。 

 

 

①計画相談支援 

▼第６期の見込量 

 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

100 人 96 人 105 人 92 人 110 人 94 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

94 人 94 人 94 人 

▶サービスの見込みと確保について 

障がい福祉サービス等の利用者に対し、計画的な支援を図るため、相談支援事業所 

と連携し、必要なサービスの確保と充実に努めます。 

支援を必要とする利用者に対し、サービスの利用調整・モニタリングなどの支援が 

適切に提供されるよう事業者に対して働きかけを行います。 
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②地域移行支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

0 人 1 人 1 人 2 人 2 人 2 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 人 2 人 2 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用実績を踏まえ、各年２名として見込んでいます。 

サービス対象となる障がい者を適切に支援するため、サービス提供体制の確保に

努めます。 

 

③地域定着支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

0 人 0 人 0 人 9 人 0 人 9 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

5 人 5 人 5 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用実績を踏まえ、各年 5 名として見込んでいます。 

サービス対象となる障がい者を適切に支援するため、サービス提供体制の確保に

努めます。 
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３ 障がい児支援の見込量と確保の方策 

 

障がい児支援については、「三沢市子ども・子育て支援事業計画」と整合性を図り、

教育・保育等の利用状況を踏まえながら、今後も現在のサービス提供体制を確保する

とともに、乳幼児から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供できる

体制の確保に努めます。 

 

（１）障害児通所支援 

障がいのある児童が身近な地域で療育や支援を受けられるよう、利用者本位のサービ

ス提供を推進するとともに、サービスの確保に努めます。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 

 

【障害児通所支援一覧】 

サービス名 内容 

児童発達支援 

身近な地域で質の高い支援を必要とする児童が療育を受けられる
場を提供するサービスで、障がいの特性に応じ、日常生活における
基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練を行
うほか、障がい児の家族を対象とした支援や保育所等の障がい児を
預かる施設の援助等にも対応します。 

医療型児童発達支援 

上肢、下肢または体幹の機能の障がい（肢体不自由）のある児童に
対し、医療機関の設備を有した医療型児童発達支援センターや指定
医療機関で、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付
与、集団生活への適応訓練及び治療を行います。 

放課後等 
デイサービス 

学校通学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中に
おいて、生活能力向上のための訓練、創作的活動、作業活動、地域
交流の機会の提供、余暇の提供等をすることにより、学校教育と相
まって障がい児の自立を促進するとともに、放課後等の居場所づく
りを推進するサービスです。 

保育所等訪問支援 

保育所等を利用中の障がい児、又は今後利用する予定の障がい児
が、保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必要
とする場合に、当該施設を訪問し、集団生活適応のための訓練を実
施するほか、訪問先施設のスタッフに対し支援方法等の指導等を行
うサービスです。 

居宅訪問型児童 
発達支援 

重度の障がい等の状態にある障がい児であって、障がい児通所支援
を利用するために外出することが著しく困難な障がい児に対して
居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の
付与等の支援を行うサービスです。 
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①児童発達支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

20 人 

308 人日 

28 人 

379 人日 

20 人 

308 人日 

37 人 

402 人日 

20 人 

308 人日 

33 人 

391 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

33 人 

391 人日 
33 人 

391 人日 
33 人 

391 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 

今後もサービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズや事業者の動向等を把

握しながら、サービス提供体制の確保に努めます。 

 

 

②医療型児童発達支援 

▼第６期の見込量 

 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

7 人 

28 人日 

4 人 

23 人日 

7 人 

28 人日 

3 人 

14 人日 

7 人 

28 人日 

3 人 

14 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

3 人 

14 人日 
3 人 

14 人日 
3 人 

14 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

利用実績を踏まえ、現状並みの利用で推移すると見込みます。 

保護者等が子どもの発達や障がいの状況などに合わせてサービスを選択できるよ

う、情報提供の充実に努めます。 
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③放課後デイサービス 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

70 人 

1,057 人日 

61 人 

894 人日 

70 人 

1,057 人日 

58 人 

851 人日 

70 人 

1,057 人日 

60 人 

873 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

60 人 

873 人日 
60 人 

873 人日 
60 人 

873 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで推移すると考えられます。 

関係機関・事業所と連携しながら、必要なサービスの提供体制の確保に努めます。 

 

 

④保育所等訪問支援 

▼第６期の見込量 

 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

1 人 

1 人日 

0 人 

0 人日 

1 人 

1 人日 

0 人 

0 人日 

1 人 

1 人日 

0 人 

0 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0 人 

0 人日 
0 人 

0 人日 
1 人 

4 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

サービス見込量については、計画期間中においてサービス提供体制の構築に伴い、

令和５年度に１名、週１回の利用と見込みます。 

保護者等が子どもの発達や障がいの状況などに合わせてサービスを選択できるよ

う、情報提供の充実に努めます。 

  



第４章 サービス事業量の見込み                              

- 60 - 

⑤居宅訪問型児童発達支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

1 人 

15 人日 

0 人 

0 人日 

1 人 

15 人日 

0 人 

0 人日 

1 人 

15 人日 

0 人 

0 人日 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0 人 

0 人日 
0 人 

0 人日 
0 人 

0 人日 

▶サービスの見込みと確保について 

利用実績がないことから、本計画での利用は見込んでいません。 

利用のニーズがあった際は、速やかにサービスの提供ができるよう、体制の整備を

図ります。 
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（２）障害児相談支援 

利用者一人ひとりに寄り添い、将来を見据えた、きめ細やかな障害児相談支援を心掛け

る必要があります。 

サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 

 

【障害児相談支援】 

サービス名 内容 

障害児相談支援 
障害児通所支援を利用しようとする児童やその保護者に対して、相
談支援専門員がサービスの利用のための支援や調整を行い、障害児
支援利用計画を作成します。 

 

 

①障害児相談支援 

▼第６期の見込量 
 （１か月当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

75 人 69 人 80 人 90 人 85 人 93 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

93 人 93 人 93 人 

▶サービスの見込みと確保について 

サービス見込量については、多少の増減はあると予想されますが、ほぼ現状並みで

推移すると考えられます。 
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（３）医療的ケアを要する障がい児に対する支援 

医療的ケア児が、地域において必要な支援を円滑に受けることができるよう支援

します。 

サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 

 

【障害児相談支援】 

サービス名 内容 

医療的ケア児に対す
る関連分野の支援を
調整するコーディネ

ーターの配置 

医療的ケアを要する障がい児が、地域において必要な支援を円滑に
受けることができるよう、保健、医療、福祉その他の各関連分野の
支援を行う機関との連絡調整を行うため、コーディネーターとして
養成された相談支援専門員等を配置します。 

 

 

①医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

▼第６期の見込量 

 （延べ人数） 

第５期の 
計画値・実績値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

1 人 0 人 1 人 0 人 1 人 0 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0 人 1 人 2 人 

▶サービスの見込みと確保について 

前期計画期間中にはコーディネーターの配置には至りませんでしたが、三沢市障

害者支援協議会において今後の計画的な設置について協議し、令和４年度からコーデ

ィネーターを設置する予定です。 
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４ 地域生活支援事業の見込量と確保の方策 

 

障がい者が自らの適性に応じて、自立した日常生活、社会生活を営むことができ

るよう支援するために、地域生活支援事業を実施します。 

地域生活支援事業は、障害者総合支援法第 77 条に規定される市が実施主体とな

る事業で、必ず実施しなければならない「必須事業」と、地域特性を考慮して柔軟に

実施できる「任意事業」から構成されています 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値。 

 

（１）地域生活支援事業 

必須事業は、①理解促進研修・啓発事業 ②自発的活動支援事業 ③相談支援事業 

④成年後見制度利用支援事業 ⑤成年後見制度法人後見支援事業 ⑥意思疎通支援事

業 ⑦日常生活用具給付事業 ⑧手話奉仕員養成研修事業 ⑨移動支援事業 ⑩地域

活動支援センター事業の 10 事業です。 

また、任意事業は、①福祉ホーム事業 ②訪問入浴サービス事業 ③日中一時支援

事業 ④地域移行のための安心生活支援事業 ⑤知的障害者職親委託制度 ⑥自動車

運転免許取得・改造助成事業 ⑦更生訓練費給付事業 の７事業です。 

利用者のニーズ等を踏まえ、今後、サービス提供体制を整備し、事業内容の充実を

図ります。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。 

 ※令和２年度の実績値は令和２年９月末時点の見込値 
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【地域生活支援事業】 

サービス名 内容 

理解促進・ 
研修啓発事業 

障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」
を除去するため、障がい者等の理解を深めるため研修・啓発を通じて地
域住民への働きかけを強化することにより、共生社会の実現を図りま
す。 

自発的活動支援事業 
障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよ
う、障がい者等、その家族、地域住民等による地域における自発的
な取り組みを支援することにより、共生社会の実現を図ります。 

相 

談 

支 

援 

事 

業 

障害者 
相談支援事業 

障がい者等の福祉に関する各般の問題につき、障がい者等からの相
談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの
利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期
発見のための関係機関との連絡調整その他の障がい者等の権利擁
護のために必要な援助（相談支援事業）を行います。 

基幹相談支援 
センター 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、障害者相
談支援事業及び成年後見制度利用支援事業並びに相談等の業務を
総合的に行います。 

基幹相談支援 
センター等 
機能強化事業 

市町村の相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な
相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有する専門的職
員（社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等）を配置します。 

成年後見制度 
利用支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用すること
が有用であると認められる知的障がい者又は精神障がい者に対し、
成年後見制度の利用を支援することにより、これらの障がい者の権
利擁護を図ります。 

成年後見制度 

法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法
人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含め
た法人後見の活動を支援することで、障がい者の権利擁護を図りま
す。 

意
思
疎
通
支
援
事
業 

手話通訳者・要約
筆記者派遣事業 

障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、手
話通訳、要約筆記等の方法により、障がい者等とその他の者の意思
疎通を支援する手話通訳者、要約筆記者等の派遣を行い、意思疎通
の円滑化を図ります。 

手話通訳者 
設置事業 

障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、手
話通訳の方法により、障がい者等とその他の者の意思疎通を支援す
る手話通訳者の設置を行い、意思疎通の円滑化を図ります。 

日常生活用具 
給付事業 

重度障がい者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付・貸
与することにより、日常生活の便宜を図ります。 
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サービス名 内容 

手話奉仕員 

養成研修事業 

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得
した者を養成し、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等の自
立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにします。 

移動支援事業 
屋内での移動が困難な障がいのある人にガイドヘルパーを派遣し、
社会参加のための外出を支援します。 

地域活動支援 
センター機能強化事

業 

障がいのある人に創作的活動や生産活動の機会を提供したり、日常
生活の支援やさまざまな相談への対応、各種交流活動への参加支援
などを展開します。 

福祉ホーム事業 
障がい者のある人に対し、低額な料金で居宅その他の設備を利用さ
せるとともに日常生活に必要な便宜を供与する施設を提供します。 

訪問入浴 

サービス事業 
訪問により居宅において入浴サービスを提供し、障がいのある人の
身体の保持、心身機能の維持等を図ります。 

日中一時支援事業 
見守り等の支援が必要な障がい者の日中における活動の場を確保
し、家族の就労支援及び一時的な休息を図ります。 

地域移行のための安

心生活支援事業 

障がい者の地域生活を支援するためのサービス提供体制の総合調整
を図るコーディネーターを配置し、また、緊急一時的な宿泊場所を
提供することで、地域生活への移行や定着を図ります。 

知的障害者 
職親委託制度 

知的障がい者に対し、事業経営者等の元で生活指導及び技能習得訓
練等を行わせることで、就職に必要な能力を養うとともに、雇用の
促進と職場における定着を図ります。 

自動車運転免許取得 

・改造助成事業 
障がい者が自動車運転免許を取得する場合または自動車の改造を要
する場合にその経費を助成します。 

更生訓練費給付事業 
就労移行支援事業または自立訓練事業を利用し、利用者負担が生じ
ない障がい者に対し、更生訓練費を支給することで社会復帰の促進
を図ります。 
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①理解促進・研修啓発事業 

▼第６期の見込量 
  

第５期の 
計画・実績 

 (実施の有無) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

有 有 有 有 有 有 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

有 有 有 

▶サービスの見込みと確保について 

障がい理解研修、障がい者アートフェアの実施など障がいへの理解促進を図りま

した。 

今後も各種イベントの開催や、広報やパンフレット、障がい者支援ポータルサイ

ト、ホームページ等を活用した、障がい者関連の情報提供の充実を図ります。 

 

 

②自発的活動支援事業 

▼第６期の見込量 

  

第５期の 
計画・実績 

 (実施の有無) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

有 有 有 有 有 有 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

有 有 有 

▶サービスの見込みと確保について 

障がい者やその家族、地域の住民等による障がい者等の自立した日常生活及び社

会生活を営むための自発的な取り組みを支援するため、助成金を交付します。 
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③相談支援事業 

▼第６期の見込量 

第５期の 

計画値・ 

実績値 

（実施箇所数・ 

 実施の有無） 

サービス名 
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

障害者相談支援事業 

（実施箇所数） 
1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

基幹相談支援センター 設置 未設置 設置 未設置 設置 未設置 

基幹相談支援センター 

等機能強化事業（実施の有無） 
無 無 無 無 無 無 

住宅入居等支援事業 

（実施の有無） 
無 無 無 無 無 無 

第６期の 

見込み 

サービス名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障害者相談支援事業 

（実施箇所数） 
1 箇所 1 箇所 1 箇所 

基幹相談支援センター 設置 設置 設置 

基幹相談支援センター等機能

強化事業（実施の有無） 
有 有 有 

住宅入居等支援事業 

（実施の有無） 
無 無 無 

▶サービスの見込みと確保について 

障害者相談支援事業については、現状維持での 1 箇所の設置で見込んでいます。

また、基幹相談支援センターは、機能強化を含め設置の検討を行います。 

住宅入居等支援事業は、本計画期間内での実施は見込んでいません。 

 

 

④成年後見制度利用支援事業 

▼第６期の見込量 

 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
(実利用者数) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

2 人 1 人 2 人 0 人 2 人 3 人 

第６期の見込み 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 人 2 人 2 人 

▶サービスの見込みと確保について 

本計画では、現状並みの利用で推移すると見込んでいます。 

対象者の把握に努めるとともに、保護・援助が求められる知的障がい者、精神障が

い者に対して制度の利用を支援していきます。 

  



第４章 サービス事業量の見込み                              

- 68 - 

⑤成年後見制度法人後見支援事業 

▼第６期の見込量 
 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実施箇所数） 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

2 箇所 

1 人  

0 箇所 

0 人  

2 箇所 

1 人  

0 箇所 

0 人  

2 箇所 

1 人  

0 箇所 

0 人  

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

無 無 無 

▶サービスの見込みと確保について 

本計画作成時点では実施の予定はありませんが、必要に応じて検討していきます。 

 

 

⑥意思疎通支援事業 

▼第６期の見込量 

（１年当たり） 

第５期の 

計画値・ 

実績値 

（利用件数・ 

 設置者数） 

サービス名 
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

手話通訳者・要約筆記者派遣

事業 
375 件 502 件 375 件 483 件 375 件 492 件 

手話通訳者設置事業 2 人 2 人 2 人 2 人 2 人 2 人 

第６期の 

見込み 

サービス名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話通訳者・要約筆記者派遣

事業（利用件数） 
492 件 492 件 492 件 

手話通訳者設置事業 

（設置者数） 
2 人 2 人 2 人 

 

▶サービスの見込みと確保について 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業は現状の利用件数での推移、手話通訳者設置事業

については、現状の２名で継続していくものと考えています。 
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⑦日常生活用具給付等事業 

▼第６期の見込量 

（１年当たり） 

第５期の 

計画値・ 

実績値 

（実利用件数） 

サービス名 
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

介護・訓練支援用具 3 件 7 件 3 件 0 件 3 件 2 件 

自立生活支援用具 12 件 12 件 12 件 9 件 12 件 7 件 

在宅療養等支援用具 8 件 5 件 8 件 5 件 8 件 4 件 

情報・意思疎通支援用具 9 件 6 件 9 件 4 件 9 件 6 件 

排泄管理支援用具 1,173 件 984 件 1,290 件 1,080 件 1,419 件 1,048 件 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
4 件 2 件 4 件 0 件 4 件 0 件 

第６期の 

見込み 

サービス名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護・訓練支援用具 2 件 2 件 2 件 

自立生活支援用具 7 件 7 件 7 件 

在宅療養等支援用具 4 件 4 件 4 件 

情報・意思疎通支援用具 6 件 6 件 6 件 

排泄管理支援用具 1,048 件 1,048 件 1,048 件 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
0 件 0 件 0 件 

▶サービスの見込みと確保について 

本計画では、現状並みの利用で推移すると見込んでいます。 

日用生活用具が必要な障がい児者への事業内容の周知を図るとともに、用具がス

ムーズに提供できるよう、事業者をはじめ関係者に働きかけ、サービスの提供確保

を図ります。 
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⑧手話奉仕員養成研修事業 

▼第６期の見込量 
 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（養成修了者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

8 人 6 人 10 人 4 人 10 人 4 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

4 人 4 人 4 人 

▶サービスの見込みと確保について 

現状並みの養成修了者数で推移すると見込んでいます。 

事業をより一層推進し、受講者の確保に努めます。 

 

 

⑨移動支援事業 

▼第６期の見込量 

 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実利用者数） 
（延利用時間） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

8 人 

100 時間 

6 人 

415 時間 

8 人 

100 時間 

7 人 

326 時間 

8 人 

100 時間 

8 人 

360 時間 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

8 人 
360 時間 

8 人 
360 時間 

8 人 
360 時間 

▶サービスの見込みと確保について 

現状並みの利用者数で推移すると見込んでいます。 

社会生活上不可欠な外出の支援を円滑に行うことで、障がい者の地域における自

立した生活や余暇活動などへの社会参加を促進していきます。 
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⑩地域活動支援センター機能強化事業 

▼第６期の見込量 
 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実施箇所数） 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

1 箇所 

12 人 

1 箇所 

8 人 

1 箇所 

12 人 

1 箇所 

8 人 

1 箇所 

12 人 

1 箇所 

9 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 箇所 
9 人 

1 箇所 
9 人 

1 箇所 
9 人 

▶サービスの見込みと確保について 

実施箇所数、利用者数は現状並みの利用者数で推移すると見込んでいます。 

利用者が気軽に利用できるよう、活動内容の充実に努めます。また、広く情報提供

を行い、障がいのある人の居場所づくりを促進します。 

 

⑪福祉ホーム事業 

▼第６期の見込量 

 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

2 人 2 人 2 人 2 人 2 人 2 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 人 2 人 2 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用者数は現状並みの利用者数で推移すると見込んでいます。 

 

⑫訪問入浴サービス事業 

▼第６期の見込量 
 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

3 人 3 人 3 人 2 人 3 人 2 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 人 2 人 2 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用者数は現状並みの利用者数で推移すると見込んでいます。 
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⑬日中一時支援事業 

▼第６期の見込量 
 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

10 人 10 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

10 人 10 人 10 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用者数は現状並みの利用者数で推移すると見込んでいます。 

 

 

⑭地域移行のための安心生活支援事業 

▼第６期の見込量 
 （延べ人数） 

障がい者地域生活コーディネート利用登録者数 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

30 人 35 人 40 人 

▶サービスの見込みと確保について 

令和 2 年度から新たに実施している事業で、利用登録者数は増加傾向で推移する

と見込んでいます。 

支援を必要とする障がい者の親なき後を見据え、事業について広く情報提供を行

い、利用登録者の増加に努めます。 

 （１年当たり） 

障がい者緊急時ステイ利用者数 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 人 2 人 2 人 

▶サービスの見込みと確保について 

令和 2 年度から新たに実施している事業で、利用者数は年間２名程度で推移する

と見込んでいます。 

事業について広く情報提供を行い、緊急時でも障がい者が安心して暮らせる宿泊

場所の提供に努めます。 
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⑮知的障害者職親委託制度 

▼第６期の見込量 
 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0 人 0 人 0 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用実績はなく、本計画においても利用は見込んでいません。 

 

 

⑯自動車運転免許取得・改造助成事業 

▼第６期の見込量 

 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

4 人 0 人 4 人 1 人 4 人 1 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 人 1 人 1 人 

▶サービスの見込みと確保について 

利用者数は現状並みの利用者数で推移すると見込んでいます。 

 

⑰更生訓練費給付事業 

▼第６期の見込量 

 （１年当たり） 

第５期の 
計画値・実績値 
（実利用者数） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

第６期の見込み 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0 人 0 人 0 人 

▶サービスの見込みと確保について 

本計画作成時点では実施の予定はありませんが、必要に応じて検討していきます。 
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第５章 計画の着実な推進に向けて 

１ 関係機関及び地域との連携 

 

本計画に掲げる目標の達成に向けては、障がい保健福祉の観点からのみならず、保

健、医療、児童福祉、教育、雇用等の分野を超えた総合的な取組が不可欠であること

から、これらの関係機関、さらには国及び県との連携を図りながら、計画を推進して

いきます。また、障がい者福祉施策の推進にあたっては、サービスを利用する障がい

者等のニーズを適切に把握し、その意向を反映することはもちろんのこと、障がい及

び障がい者等に対する地域社会の理解を得ることも重要です。このため、障がい者団

体、社会福祉協議会、サービス提供事業者、医療機関、ボランティア団体、民生委

員・児童委員など多様な主体の協力の下に、障がい者等を支える地域の連携体制強化

を図ります。 

 

2 適正な障害支援区分認定の実施 

 

障害者総合支援法に基づく自立支援給付を利用するには、「支給決定」を受けるこ

とが必要であり、18 歳以上の方については、支給決定前に障害支援区分認定に係る

調査を受け、審査会の判定に基づく市からの「障害支援区分の認定」を受けることが

障害者総合支援法に定められています。このようなサービス利用の仕組みについて、

障がい者や家族などへの周知に努めるとともに、必要なサービスが適正に利用できる

よう、調査員の知識向上を図り、正確・公平な認定と、障がい者のニーズに応じた支

給決定に努めます。 

 

3 人材の育成・確保及びサービスの質の向上 

 

計画の着実な推進にあたっては、サービスを担う従事者の育成・確保と質の高いサ

ービス提供が欠かせません。特に相談支援事業所の確保やその人材における役割は重

要なものとなっています。このため、障がい者等に関わる従事者の専門性の向上を図

るとともに、サービスの質の向上に向け、困難事例の解決に向けた体制づくりを強化

し、推進します。 
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●障がい福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、

サービス提供体制に関する見込量の見込み方の提示

●「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設定

するとともに、障がい福祉サービスの見込量の設定や

その他確保方策等を定める。

●成果目標及び活動指標については、少なくとも１年

に１回その実績を把握し、障がい者施策や関連施策の

動向も踏まえながら、障がい福祉計画の中間評価と

して分析・評価を行う。

●中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、

その結果について公表する事が望ましい。

●活動指標については、より高い頻度で実績を把握し、

達成状況等の分析・評価を行うことが望ましい。

●計画の内容を踏ま

え、事業を実施する。

●中間評価等の結果を

踏まえ、必要があると

認めるときは、障がい福

祉計画の変更や事業

の見直し等を実施する。

改善（Act)

計画（Plan)

基本指針

評価（Check）

実行（Do）

4 計画の点検・評価 

 

本計画を着実に推進するためには、各取組の進捗状況を確認しながら、目標の達

成状況を定期的に点検・評価し、次の改善につなげていくことが重要です。 

このため、本計画では、ＰＤＣＡサイクル（計画 Plan・実行 Do・評価 Check・

改善 Act）の手法により、計画の進行状況を点検・評価していくこととします。 

具体的には、成果目標及び活動指標について、１年に１回その実績を把握し、障が

い者施策や関連施策の動向も踏まえながら、計画の中間評価として、分析・評価を行

い、必要があると認めるときは、計画の変更や事業の見直し等を検討します。 

また、中間評価の際には、三沢市障害者支援協議会へ評価結果について報告し、関

係機関等からの意見を聞き、関連施策・事業の推進や改善等に反映させます。 

 

 

◆障がい福祉計画におけるＰＤＣＡサイクル 
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資料編 

１ 三沢市障害福祉計画及び三沢市障害児福祉計画策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第８８条第１項に規定する三沢市障害福祉計画及び児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第３３条の２０第１項に規定する三沢市障害児福祉計画の策定にあ

たり、三沢市障害福祉計画策定委員会及び三沢市障害児福祉計画策定委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。  

⑴ 三沢市障害福祉計画の策定に関すること。 

⑵ 三沢市障害児福祉計画の策定に関すること。 

⑶ その他必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、前条に規定する所掌事項が生じたとき、必要に応じて組織する。 

２ 委員の定数は１２人以内とし、次に掲げる者のうちから福祉事務所長が依頼する。 

 ⑴ 福祉団体関係者 

 ⑵ 福祉施設団体関係者 

 ⑶ 行政関係者 

 ⑷ その他福祉事務所長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、所掌事務が終了するまでの間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選によって選出し、副委員長は委員長の指名により定めるものと

する。 

３ 委員長は、委員会を代表し会務を統括する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集する。 

２ 委員会の議長は、委員長がこれにあたる。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は

意見を聞くことができる。 

（事務局） 

第６条 委員会の事務局は、福祉事務所障害福祉課に置く。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和 元年６月１０日から施行する。 
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２ 三沢市障害福祉計画及び三沢市障害児福祉計画策定委員会委員名簿 

 

区分 団体・機関等名 役職 氏名 

福
祉
団
体 

三沢市身体障害者福祉会 会長 藤 田 康 男 

三沢ろう協会 会長 吉 田   實 

精神保健福祉ボランティア 

さつき友の会 
会長 鈴 木 千 恵 

三沢市社会教育関係団体 

お助けマンクラブ 
代表 松 江 法 子 

福
祉
施
設
関
係
者 

社会福祉法人 楽晴会 

障害者就労トライアルセンターボイス 
施設長 中 岫 優 介 

特定非営利活動法人 

障害者地域生活支援センターぴあ 
管理者 沼 田 創 仁 

ニチイケアセンター三沢 センター長 成 田 健 一 

社会福祉法人 若竹会 

児童発達支援センターハーモニー 

センター長兼

相談支援専門

員 

園  芳 彦 

社会福祉法人三沢市社会福祉協議会 

就労継続支援Ｂ型事業所 

ワークランドつばさ 

所長兼サービ

ス管理責任者 
石川原 一 男 

行
政
関
係 

三沢市市民生活部 健康推進課 保健師 齋 藤 三千代 

そ
の
他 

公益財団法人 こころすこやか財団 

障害者就業・生活支援センターみさわ 
センター長 坂 下 優 子 

青森県立七戸養護学校 教頭 菊 地 圭 子 
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